



平成 25年 4月 22 日受付


























































































































































































幼稚園 55 13 園増
小学校 786 247 校増
中学校 329 130 校増
高 校 6 2 校増
特別支援学校 7 2 校増
合 計 1183 394 校増
68 義務教育学校における多様性と平等性に関する実証的研究
都道府県単位で見ると，東北地方には開設数が少なく，九州地方には比較的多く見られる。（東北
6県で 14 校，九州 7県で 115 校）京都市には 183 校，岡山県では 145 校，山口県では 139 校が開設















平成 17 年 4月 1日 17 校
平成 18 年 4月 1日 53 校
平成 19 年 4月 1日 197 校
平成 20 年 4月 1日 341 校
平成 21 年 4月 1日 475 校
平成 22 年 4月 1日 629 校
平成 23 年 4月 1日 789 校
平成 24 年 4月 1日 1183 校
福島県大玉村（3校） 東京都三鷹市（22 校） 神奈川県開成町（3校）
新潟県聖籠町（4校） 新潟県上越市（76 校） 三重県鈴鹿市（40 校）
滋賀県長浜市（41 校） 岡山県早島町（2校） 岡山県矢掛町（8校）
山口県柳井市（17 校） 山口県周南市（46 校） 山口県長門市（17 校）







































































既に述べたようにコミュニティ・スクールは，平成 24 年 4月時点で全国で 1183 校が開設されて
71義務教育学校における多様性と平等性に関する実証的研究
いる。コミュニティ・スクールの校長に対する意識調査としては，佐藤晴雄らが平成 19 年に行った
調査がある。当時は全国 30 都府県・478 校のコミュニティ・スクールが開設されていたが，佐藤ら
は全ての学校に対して郵送法による意識調査を実施した（10）。回答数は 185 校園（小学校 135 校，中学






























































































革が進む」が 83.1％（佐藤調査では 95.1％），「特色ある学校づくりが進む」が 74.2％（佐藤調査では
91.4％），であった。ほぼ予想通りの結果である。なお，この 4項目の肯定率の順位は小学校，中学
校で同じであった。「児童生徒の学習意欲が高まる」「児童生徒の学力が向上する」に対する肯定的回












































































度となることを考慮して行ったが，結果として回収数は小学校 124 校，中学校 56 校であり，コミュ
ニティ・スクール校長とほぼ同数となった。

































































































































































関東地方のY県のE市は，平成 15 年 4月に当選した現市長が公約として掲げた「小中一貫教育
の推進」に基づき，小中一貫教育の推進を始めとする教育改革に着手した。平成 16 年 10 月に就任
した現教育長はその著書の中で，「教育の推進力は大きく分けて 3つの分野の力がバランスよく発揮






































































































































































































連絡先：075－705－1971 e-mail : nn2977@cc.kyoto-su.ac.jp
Q1－1：あなたの勤務校種をお尋ねします。
1．小学校 2．中学校 3．高校 4．支援学校 5．幼稚園（認定こども園を含む）
Q1－2：貴校の地域環境について当てはまる番号 1つに◯をつけてください。
1．古くからの住宅地 2．新しい住宅地 3．新旧混在の住宅地 4．商業地域 5．農業地域
6．山村部 7．その他（ ）
Q2：あなたの校長通算在職年数は次のうちどれですか。
1．1年目 2．2～3年目 3．4～5年目 4．6年目以上
Q3：あなたの現勤務校での校長在職年数は次のうちどれですか。















































































連絡先：075－705－1971 e-mail : nn2977@cc.kyoto-su.ac.jp
Q1：勤務校種について当てはまる番号 1つに◯をつけてください。
1．小学校 2．中学校 3．高校 4．支援学校 5．その他（ ）
Q2：あなたの校長通算在職年数は次のうちどれですか。
1．1年目 2．2～3年目 3．4～5年目 4．6年目以上
Q3：あなたの現勤務校での校長在職年数は次のうちどれですか。








Q6：平成 24 年 4月時点で全国で 1183 校がコミュニティ・スクールの指定を受けていますが，あなたはコミュ
ニティ・スクール制度の導入によってどのような成果が期待できると思っていますか。選択肢の 1～5の番
号をお書きください。









































This paper is the first report of「The actual research of the diversity and equality of obligation
schools. (The special theme research of KSU 2012～2013)」.
Recently, the diversity of obligation schools is extending rapidly. For example, the community schools
and the nine years combined schools are definite models.
The aim of this paper is to definite the problems of the diversity equality of obligation schools.
In 2012, I enforced the questioner research for the principals and the local board of education. After
the questioner research, I interviewed some principals and the staffs of local board of education. This
paper is the first report of my research.
Next year, I will research about the nine years combined schools and report the problems of diversity
and equality of obligation schools.
Keywords : community school,diversity,equality,equity,excellent
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